
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

     

 

 

 
 

学校、保育所やごみ処理施設の運営な

ど、資産形成に直接結びつかない費用と

収入を示したものです。 

 

単位：億円

　基金、出資金などで
す。

　現金・預金などです。

借　　　　　方

区 分 27年度 26年度 増減

△４４

１１４９

26年度

１５１０ １５１８

　資産の形成に対して、
市税などを通して現在ま
での世代が既に負担して
きた部分です。 ３６

  地方債や将来支払われ
る職員の退職金など、将
来世代の負担で返済して
いく債務です。
下水道事業の地方債など
も合算しています。

３６１

７２ ７９

● 負 債 の 部

● 純 資 産 の 部

９４ ８６

１１１３
△７

８

４０５

公 共 資 産

流 動 資 産

● 資 産 の 部

　市や関係団体が所有
している財産の合計で
す。

　道路や学校施設な
ど、長期間使用されるも
のです。

借　　　　　方

区 分

△９１，３４４ １，３５３

△7

増減27年度

投 資 等

 

単 位 ： 億 円

　 光 熱 費 や 修 繕 、 減 価 償 却

費 な ど で す 。

　 生 活 保 護 な ど の 社 会 保 障
給 付 な ど で す 。

　 地 方 債 の 利 子 な ど で す 。

１ ４　 施 設 の 使 用 料 や 手 数 料 な
ど 、 行 政 サ ー ビ ス の 提 供 の 対
価 と し て の 収 入 で す 。

　 経 常 的 な コ ス ト か ら 収 益 を 差
引 い た も の で 、 受 益 者 負 担 で
賄 え な か っ た 分 を 示 し ま す 。

２ ６ ６ ２ ５ ７ ９

● 経 常 収 益 （ B ）

● 純 行 政 コ ス ト （ A - B ）

１ ５ ３ １ ３ ９

そ の 他 の コ ス ト

１ ２ １ ３ △ １

物 に か か る コ ス ト

８ ７ ８ ５ ２

移 転 支 出 的 な コ ス ト

２ ５ ７

人 に か か る コ ス ト

６ ３ ５ ６ ７　 職 員 の 給 与 ・ 退 職 手 当 な
ど で す 。

２ ４ ２ １ ５

● 経 常 行 政 コ ス ト （ A ） ４ １ ９ ３ ９ ６ ２ ３

区 分 ２ ７ 年 度 ２ ６ 年 度 増 減

 

　公共事業に必要な資金と、その
ための補助金収入などの収支で
す。

　投資や地方債償還等の財務的
な活動に関する資金収支です。

● 期末 （27 年度 末） 資金 残高 ７３ ６６ ７

投 資 ・ 財 務 的 収 支

△３５ △３７ ２

● 当 期 変 動 高 ７ △４ １１

経 常 的 収 支

５７ ５０ ７　日常の行政活動における資金
の収支です。

公 共 資 産 整 備 収 支

１５ △１７ ３２

● 期首 （26 年度 末） 資金 残高 ６６ ７０ △4

区 分 ２７年度 ２６年度 増減

 

単位：億円

　地方税、地方交付税、国や府から
の補助金などです。

●期末（２７年度末）純 資産 残高 １，１４９ １，１１３ ３６

純 行 政 コ ス ト

△２６６ △２５７ △９　連結行政コスト計算書で算出した純
経常行政コストです。

財 源 調 達

３０２ ２４２ ６０

区 分 ２７年度 ２６年度 増減

● 当 期 変 動 高 ３６ △１５ ５１

●期首（２６年度末）純 資産 残高 １，１１３ １，１２８ △１５

市が保有している資産（財産）と、その資産をどのような収入により形成したか

を示したものです。 

 
 
 
 
 

平成２７年度京田辺市連結財務書類４表【概要】 

連結貸借対照表（バランスシート） 

 
 

 
 

連結行政コスト計算書 

 

・経常行政コストは、社会保障給付が増加し

たこと等により、２３億円増加しました。 

・行政コストに対する経常収益（受益者負

担）の割合は３６．５％で、前年度から１．

４ポイント上昇しました。 

ＰＯＩＮＴ 

連結純資産変動計算書 

貸借対照表のうち純資産の部の残高が、

１年間でどのように変動したかを示したも

のです。 

 

・国府補助金などの財源調達が前年度より６

０億円増となった一方、行政コストは９億円

減となりました。 

・期末純資産は、期首と比較して３６億円増加

し、将来世代の負担額は減少したことになり

ます。 

ＰＯＩＮＴ 

連結資金収支計算書 

１年間の行政活動に伴う現金等の資金

の流れを、性質の異なる三つの活動に分

けて示したものです。 

 

・経常的収支は前年度より７億円悪化した一

方、公共資産整備収支は３２億円改善しまし

た。 

・期末資金残高は７３億円となり、期首と比較

して７億円の増となりました。 

ＰＯＩＮＴ 

 
 

連結財務書類４表は、発生主義・複式簿記の考え方を用いた財務書類４表を、普通会

計、特別会計や関連団体等を含めた連結ベースで作成したものです。連結範囲は以下の

とおりです。 

  連結対象 

① 普通会計 

② 国民健康保険特別会計 

③ 介護保険特別会計 

④ 後期高齢者医療特別会計 

⑤ 公共下水道事業特別会計 

⑥ 農業集落排水事業特別会計 

市 

⑧ 京都地方税機構 

⑨ 京都府自治会館管理組合 

⑩ 京都府住宅新築資金貸付事業管理組合 

⑪ 京都府後期高齢者医療広域連合 

⑫ 学研都市京都土地開発公社 

⑬ 京田辺市都市緑化協会 

関連団体 

⑦ 

水
道
事
業
会
計 

公営企業 

 

 

・資産は、公共資産の減などにより、前年度と比較して７億円減少しました。 

・将来支払うべき地方債が減少したことなどにより、負債が４４億円減少しました。 

・過去現世代負担比率（資産形成における現役世代の負担割合）は８５．５％となり、前

年度から３．２ポイント増加しました。将来世代の負担割合が、前年度より減少したこと

になります。 

ＰＯＩＮＴ 


